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１．はじめに                      

地方公会計制度とは、「現金主義・単式簿記」によるこれまでの自治体の会計制度を補完する

ために、「発生主義・複式簿記」といった企業会計的な要素を取り入れ、資産や負債などのスト

ック情報（残高）や行政サービスに係るコストや引当金のように見えにくいコストを把握し、自

治体の財政状況等をわかりやすく開示するとともに、資産・債務の適正な管理とその有効活用と

いった自治体の内部管理の強化を図るものです。  

これまでも多くの地方公共団体において、財務書類が作成されていますが、作成方法が「基準モ

デル」や「総務省方式改訂モデル」など複数存在し、他の団体との比較が困難なことなどから、平

成 27年 1月に総務省より「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が示され、平成 27年度か

ら平成 29年度までの 3年間で全ての地方公共団体において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入

を前提とした財務書類の作成が要請されました。 

本市においては、平成 27年度決算まで「総務省方式改訂モデル」にて財務書類を作成していまし

たが、平成 28年度決算から総務省の要請に基づき、「統一的な基準」により作成しています。 

 

 

 

 

 

２．財務 3表について                  

(１) 貸借対照表とは 

貸借対照表は、一定時点において保有するすべての資産とその資産をどのような財源で調達し

てきたかを総括的に対照表にした一覧表で、資産、負債及び純資産から構成されています。  

左側（借方）の資産には、行政サービスを提供するために形成してきた道路、公園や学校など

の「有形固定資産」、ソフトウェアなどの「無形固定資産」、出資金や貸付金、基金などの「投

資その他の資産」、現金預金や未収金などの「流動資産」を計上します。 

右側（貸方）には、その資産を形成した財源を、将来の世代が負担しなければならない借入金

などの状況を示す「負債」と、現在までの世代が負担してきた状況を示す「純資産」を計上しま

す。 

H27決算まで H28決算から 
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また、貸借対照表は、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右のバランスが取れてい

ることからバランスシートとも呼ばれています。 

資 産 

＝ 

負 債 

＋ 

純 資 産 

【住民の財産】 【将来世代の負担】 【過去・現役世代の負担】 

将来の世代に引き継ぐ資本

や債務を返済する財源等 
将来の世代が負担する債務 

現在までの世代が負担し 

支払いが済んでいる資産 

 

 

(２) 行政コスト及び純資産変動計算書とは 

統一的な基準では、行政コスト計算書及び純資産変動計算書については、別々の計算書として

も、その二つを結合した計算書としても差し支えないとされていることから、本市においては結

合した計算書を採用しています。 

 

行政コスト計算書は、１年間の地方公共団体の行政活動のうち、人的サービスや給付サービス

など資産形成につながらない行政サービスに係る経費「経常費用」と、その行政サービスの直接

の対価として得られた財源である「経常収益」を対比させた財務書類です。経常費用から経常収

益を除したものが「純経常行政コスト」であり、地方税や地方交付税など一般財源などで賄わな

ければならないコストを表示しています。 

 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」を構成する各数値が１年間でどのように変

動したかを表しています。 

また、貸借対照表でも説明したように、純資産の部は過去及び現役世代がすでに負担している

部分であり、純資産の変動は将来世代と過去・現役世代との間の負担配分の変動を意味します。 

たとえば、純資産が増加した場合は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資

産を形成したことを意味するため、将来世代の負担は軽減されていると考えられます。 

 

 

(３) 資金収支計算書とは 

資金収支計算書は、１年間の歳計現金の動きをその性質に応じて「業務活動収支」、「投資活

動収支」、「財務活動収支」の３つに区分して表しています。 このことにより、どのような要

因で資金が増減したのかを把握することが可能となります。 

また、３つの財務書類のうち唯一現金主義に基づいて作成されており、会計年度末における歳

計現金の残高を表すため、歳計外現金残高を加えた金額は、貸借対照表の現金預金の金額と一致

します。 
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連結会計 

３．基本的な作成方針                  

(１) 対象とする範囲 

連結対象団体は下表のとおりであり、一般会計等のほか、特別会計や市が負担金や出資金を

支出している一部事務組合や第三セクターなど関係する団体や法人を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適

用に向けた作業に着手している農業集落排水事業特別会計については、対象から外していま

す。 

 

 

(２) 作成基準日 

令和４年３月３１日（令和３年度末）を作成基準日とし、出納整理期間（令和４年４月１日

から令和４年５月３１日まで）における出納については、基準日までに終了したものとして処

理しております。 

 

・一般会計 

・学校給食共同調理場事業特別会計 

・新里温水プール事業特別会計 

一般会計等 

・国民健康保険事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・発電事業特別会計 

・後期高齢者医療事業特別会計 

特別会計 

・水道事業会計 

・下水道事業会計 

企業会計 

・桐生地域医療組合（比例連結） 

・群馬県市町村総合事務組合（比例連結） 

・群馬県市町村会館管理組合（比例連結） 

・群馬県後期高齢者医療広域連合 

（比例連結） 

一部事務組合・広域連合 

全体会計 

・桐生市土地開発公社 

・(公財)桐生市スポーツ文化事業団  

・(公財)桐生地域地場産業振興センター 

第三セクター等 
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４．財務書類３表の関係について             

財務書類は３つの表から構成され、それぞれが連動しており、貸借対照表の純資産は、団体の

税収等や国・県などの補助金を財源として既に負担した部分を表しています。 

この純資産の変動を表したものが、純資産変動計算書です。純資産変動計算書における純行政

コストが一般財源や補助金等受入などを超過すれば、純資産が減少し、逆に一般財源や補助金等

受入などが純行政コストを超過すれば、純資産が増加することになります。  

行政コスト計算書は、純資産変動計算書の純行政コストの明細であり、１年間にかかった経常

コスト総額から受益者負担である経常収益を控除することで、一般財源、補助金等受入などで負

担すべき純行政コストが算出されます。  

資金収支計算書の期末歳計現金残高に期末歳計外現金を加えた額は、貸借対照表の現金預金と

一致します。このことは、資金収支計算書は、貸借対照表に計上されている歳計現金の増減の明

細であることを意味します。  

財務書類３表の相関関係を表示すると次のようになります。 

 

 

【財務３表の相互関係】 

貸借対照表  行政コスト及び 

純資産変動計算書 
 資金収支計算書 

資産 負債  【行政コスト計算書】  
前年度末残高 

 

＋ 

 

業務活動収支 

 

＋ 

 

投資活動収支 

 

＋ 

 

財務活動収支 

 

＝ 

   
(経常費用－経常収益)  

＋ 

(臨時損失－臨時利益) 

＝ 

純行政コスト 

 

    

    

 
  【純資産変動計算書】  

  
 

前年度末残高 

＋ 

本年度の変動額 

(財源＋資産評価差額等 

－ 純行政コスト ) 

＝ 

 

 

 

    

  
  

 

 

    

 

 
＋本年度末 

歳計外現金残高 

本年度末残高 

本年度末残高 

 

純資産 

うち 

現金 

預金 
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５．連結について                     

(１) 連結財務書類の作成意義 

 市が行っている事業には、一般会計で行っている事業のほかに、国民健康保険事業などの特

別会計で行っている事業やその他の行政サービスを実施するために加入している一部事務組合

等が行っている事業、市が出資する財団法人が行っている事業があります。 

こうした状況の中で、実施主体のひとつである一般会計だけの予算・決算状況だけでは、市

全体の事業活動が確認できません。これを解決するために、市が関係するすべての会計と団体

の資産や負債、資金の流れ等を合算し、「一般会計等」、「全体会計」、「連結会計」の３つの区分

で整理することで、市全体の財務状況を把握することになります。 

 

 

(２) 連結の手法 

連結財務書類の基礎となる団体・法人の個別財務書類は、基本的に各団体・法人固有の会計

基準により作成されていて、これを法定決算書類といいます。 

会計基準の違いにより法定決算書類の表示科目も異なってきますが、一般会計等の財務書類

に揃えるために「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき、各連結対象法人等の

既存の法定決算書類の読替を行います。  

また、連結財務書類は、連結の範囲となる一般会計等、公営事業会計、第三セクター等を一

つの行政サービス実施主体とみなし、外部と行った取引のみを計上することになるため、連結

対象間での取引は内部取引とし相殺消去を行います。  

主な相殺消去は以下のとおりです。  

 

≪主な相殺消去≫  

・会計間の繰出金と繰入金の相殺消去  

・出資金と基本財産の相殺消去  

・補助金支出と収入の相殺消去  

・委託料支払と受取の相殺消去  
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計算式

BS：貸借対照表
PL：行政コスト計算書
NW：純資産変動計算書
CF：資金収支計算書

住民一人当たり資産額
BS 資産額÷
住民基本台帳人口

1,181千円 1,205千円

歳入額対資産比率
※これまでに形成された資産が当
該年度の歳入総額の何年分に相当
するかを示しています。

BS 資産額÷
CF 歳入合計額

2.0年 2.4年

有形固定資産減価償却率
※市が有する償却資産が、耐用年
数に対して取得からどの程度経過
しているかを示しています。

BS 有形固定資産
　 減価償却累計額÷
BS 取得価額等

67.07% 67.93%

純資産比率
※現世代と将来世代の負担の割合
を示します。純資産の減少は将来
世代への負担を増加させることを
意味します。

BS 純資産額÷
BS 資産額

63.7% 64.6%

社会資本等形成の世代間負
担比率(将来世代負担比率)
※社会資本等形成に係る将来世代
の負担割合を示しています。

BS 地方債残高÷
BS 公共資産（有形・
　 無形固定資産の
   合計）

35.4% 35.2%

住民一人当たり負債額
BS 負債額÷
住民基本台帳人口

429千円 426千円

基礎的財政収支
(プライマリーバランス)
※地方債の元利償還額を除いた歳
出と、地方債発行収入を除いた歳
入のバランスを示しています。

CF 業務活動収支(支払
　 利息支出を除く)＋
CF 投資活動収支

-1,553百万円 2,481百万円

効 率 性
行政サービスは
効率的に提供さ
れているか

住民一人当たり純経常行
政コスト

PL 純経常行政コスト÷
住民基本台帳人口

457千円 376千円

弾 力 性
資産形成を行う
余裕はどのくら
いあるか

行政コスト対税収等比率
※税収等のうち、どれだけが資産
形成を伴わない行政コストに使わ
れたのかを示します。この比率が
100％に近づくほど資産形成の余
裕度が低く、100％を超えると過
去から蓄積した資産が取り崩され
たことを意味します。

PL 純経常行政コスト÷
NW 財源

100.0% 97.1%

自 律 性

歳入はどのくら
い税収等で賄わ
れているか（受
益者負担の水準
はどうなってい
るか）

受益者負担の割合
※行政サービスの提供に対する使
用料・手数料などの受益者負担の
割合を示しています。

PL 経常収益÷
PL 経常費用

7.7% 8.7%

将来世代に残る
資産はどのくら
いあるか

令和２年度

※住民基本台帳人口は、当該年度末現在(3月末日)における人口を用いています。

６．一般会計等財務書類における財政分析　　　　　　　　　

資 産形 成度

世代間公平性
将来世代と現世
代の負担の分担
は適切か

持 続可 能性
（ 健全 性）

財政に持続可能
性があるか（ど
のくらい借金が
あるか）

財政指標 令和３年度
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【様式第1号】

（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 118,936,843 固定負債 39,795,642

有形固定資産 100,718,222 地方債 31,594,674
事業用資産 77,495,947 長期未払金 1,812,861

土地 29,063,750 退職手当引当金 6,304,529
立木竹 1,182,483 損失補償等引当金 7,924
建物 153,794,501 その他 75,654
建物減価償却累計額 -108,230,203 流動負債 5,207,147
工作物 5,238,581 １年内償還予定地方債 3,865,411
工作物減価償却累計額 -3,937,325 未払金 95,720
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 570,967
航空機 0 預り金 113,936
航空機減価償却累計額 0 その他 561,113
その他 0 45,002,789
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 384,160 固定資産等形成分 123,259,150

インフラ資産 22,413,996 余剰分（不足分） -40,983,468
土地 1,547,330
建物 6,067,900
建物減価償却累計額 -3,268,940
工作物 43,593,399
工作物減価償却累計額 -25,606,531
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 80,838

物品 4,756,937
物品減価償却累計額 -3,948,658

無形固定資産 1
ソフトウェア 1
その他 0

投資その他の資産 18,218,620
投資及び出資金 11,591,544

有価証券 38,653
出資金 11,552,891
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 894,864
長期貸付金 214,861
基金 5,559,554

減債基金 0
その他 5,559,554

その他 0
徴収不能引当金 -42,203

流動資産 8,341,628
現金預金 3,795,683
未収金 92,525
短期貸付金 41,741
基金 4,289,591

財政調整基金 3,565,591
減債基金 724,000

棚卸資産 123,903
その他 0
徴収不能引当金 -1,815 82,275,682

127,278,471 127,278,471
純資産合計

負債及び純資産合計資産合計

一般会計等　貸借対照表

科目 科目

負債合計
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【様式第2号及び第3号(結合)】

（単位：千円）
金額

経常費用 43,509,980
業務費用 22,756,634

人件費 8,919,616
職員給与費 7,041,321
賞与等引当金繰入額 570,967
退職手当引当金繰入額 427,878
その他 879,450

物件費等 13,411,670
物件費 8,189,698
維持補修費 932,480
減価償却費 4,279,068
その他 10,424

その他の業務費用 425,348
支払利息 217,011
徴収不能引当金繰入額 25,528
その他 182,809

移転費用 20,753,346
補助金等 10,651,351
社会保障給付 6,329,269
他会計への繰出金 3,731,855
その他 40,871

経常収益 3,785,971
使用料及び手数料 1,175,049
その他 2,610,922

純経常行政コスト 39,724,009
臨時損失 64,293

災害復旧事業費 0
資産除売却損 67,790
投資損失引当金繰入額 0
損失補償等引当金繰入額 0
その他 -3,497

臨時利益 85,414
資産売却益 85,414
その他 0 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 39,702,888 39,702,888
財源 40,911,813 40,911,813

税収等 27,602,712 27,602,712
国県等補助金 13,309,101 13,309,101

本年度差額 1,208,925 1,208,925
固定資産等の変動（内部変動） -1,414,082 1,414,082

有形固定資産等の増加 2,061,173 -2,061,173
有形固定資産等の減少 -4,368,754 4,368,754
貸付金・基金等の増加 3,203,866 -3,203,866
貸付金・基金等の減少 -2,310,367 2,310,367

資産評価差額 841 841
無償所管換等 49,188 49,188
その他 -193 285,095 -285,288
本年度純資産変動額 1,258,761 -1,078,958 2,337,719

前年度末純資産残高 81,016,921 124,338,108 -43,321,187
本年度末純資産残高 82,275,682 123,259,150 -40,983,468

一般会計等　行政コスト及び純資産変動計算書

科目

金額
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【様式第4号】

（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 39,281,886
業務費用支出 18,528,540
人件費支出 9,002,820
物件費等支出 9,151,139
支払利息支出 217,011
その他の支出 157,570

移転費用支出 20,753,346
補助金等支出 10,651,351
社会保障給付支出 6,329,269
他会計への繰出支出 3,731,855
その他の支出 40,871

業務収入 43,983,814
税収等収入 27,630,691
国県等補助金収入 12,557,425
使用料及び手数料収入 1,178,963
その他の収入 2,616,735

臨時支出 0
災害復旧事業費支出 0
その他の支出 0

臨時収入 0
業務活動収支 4,701,928
【投資活動収支】
投資活動支出 5,440,445
公共施設等整備費支出 2,248,062
基金積立金支出 2,115,927
投資及び出資金支出 335,839
貸付金支出 740,617
その他の支出 0

投資活動収入 3,002,392
国県等補助金収入 751,677
基金取崩収入 1,369,235
貸付金元金回収収入 756,545
資産売却収入 124,935
その他の収入 0

投資活動収支 -2,438,053
【財務活動収支】
財務活動支出 4,023,286
地方債償還支出 3,932,207
その他の支出 91,079

財務活動収入 2,995,700
地方債発行収入 2,995,700
その他の収入 0

財務活動収支 -1,027,586
本年度資金収支額 1,236,289
前年度末資金残高 2,369,804
本年度末資金残高 3,606,093

前年度末歳計外現金残高 183,035
本年度歳計外現金増減額 6,555
本年度末歳計外現金残高 189,590
本年度末現金預金残高 3,795,683

一般会計等　資金収支計算書

科目
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注記（一般会計等） 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     6年～50年 

工作物   10年～60年 

物品     2年～20年 
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② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によってい

ます。） 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300万円以下のファイナンス・リ

ース取引を除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上していま

す。 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能

見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化

に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリ

ース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 
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なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合

に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固

定資産の取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理し

ています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

  住宅新築資金等貸付事業特別会計については、令和 2年度をもって廃止となりました。 

 

３ 重要な後発事象 

  なし 

 

４ 偶発債務 

（１） 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が

生じた場合に債務となるものは、次のとおりです。 

団 体 名 出資割合 
財政健全化法の将来負担比率の算定上

将来負担額とした額 

群馬県信用保証協会 3.9％ 7,924千円 

 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

・一般会計 

・学校給食共同調理場事業特別会計 

・新里温水プール事業特別会計 

② 地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数と

しています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のと
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おりです。 

 

実質赤字比率      －％ 

連結実質赤字比率    －％ 

実質公債費比率     4.5％ 

将来負担比率           －％ 

※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「－」にて表記しています。 

  将来負担比率が０未満である場合は、「－」にて表記しています。 

⑤ 債務負担行為の翌年度以降の支出予定額                 67,837千円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額               1,001,078千円 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

 ア 範囲 

  売却予定とされている公共資産 

 イ 内訳 

土地   123,903千円 (貸借対照表における簿価) 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需 

要額に含まれることが見込まれる金額               36,701,360千円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次の

とおりです。 

標準財政規模                      26,732,137千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    28,521,665千円 

将来負担額                       50,690,322千円 

充当可能基金額                     13,120,092千円 

特定財源見込額                     3,883,044千円 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支(プライマリーバランス)             2,481百万円 

 

② 既存の決算情報との関連性 
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 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 50,898百万円 47,301百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 1,454百万円 1,445百万円 

資金収支計算書 52,352百万円 48,746百万円 

地方自治法第 233条第 1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲として

いるのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出

決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（学校給食共同調理場事業特別会計及び新里

温水プール事業特別会計）の分が相違します。 

また、歳計剰余金処分による基金積立は、歳入歳出決算書に含めないため、その分が

相違します。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支                  4,702百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入         752百万円 

未収債権、未払債務等の増加（減少）   △1,165百万円 

減価償却費               △4,279百万円 

賞与等引当金繰入額               629百万円 

退職手当引当金繰入額              561百万円 

徴収不能引当金繰入額             27百万円 

資産除売却益（損）             △18百万円 

･･･ 

純資産変動計算書の本年度差額          1,209百万円 

④ 一時借入金 

借入はありません。 

なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額                6,000百万円 
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設
仮
勘
定

1
8
3
,5
2
7
,3
0
0

2
1
9
,3
9
4
,8
5
4

1
8
,7
6
2
,3
0
0

3
8
4
,1
5
9
,8
5
4

0
0

3
8
4
,1
5
9
,8
5
4

イ
ン
フ
ラ
資
産

5
0
,1
9
7
,1
7
6
,8
9
9

1
,0
9
5
,2
8
9
,9
6
1

3
,0
0
0
,0
0
0

5
1
,2
8
9
,4
6
6
,8
6
0

2
8
,8
7
5
,4
7
0
,7
8
8

9
4
1
,7
2
8
,0
5
9

2
2
,4
1
3
,9
9
6
,0
7
2

土
地

1
,5
4
7
,2
3
3
,8
0
9

9
6
,0
4
9

0
1
,5
4
7
,3
2
9
,8
5
8

0
0

1
,5
4
7
,3
2
9
,8
5
8

建
物

5
,8
3
8
,8
4
3
,2
5
3

2
2
9
,8
5
7
,0
0
0

8
0
0
,0
0
0

6
,0
6
7
,9
0
0
,2
5
3

3
,2
6
8
,9
3
9
,9
7
7

1
4
6
,5
0
3
,0
0
8

2
,7
9
8
,9
6
0
,2
7
6

工
作
物

4
2
,7
2
8
,0
6
1
,9
2
6

8
6
5
,3
3
6
,9
1
2

0
4
3
,5
9
3
,3
9
8
,8
3
8

2
5
,6
0
6
,5
3
0
,8
1
1

7
9
5
,2
2
5
,0
5
1

1
7
,9
8
6
,8
6
8
,0
2
7

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0

建
設
仮
勘
定

8
3
,0
3
7
,9
1
1

0
2
,2
0
0
,0
0
0

8
0
,8
3
7
,9
1
1

0
0

8
0
,8
3
7
,9
1
1

物
品

4
,8
6
3
,9
0
0
,4
7
2

1
0
4
,1
7
8
,4
7
0

2
1
1
,1
4
1
,5
4
4

4
,7
5
6
,9
3
7
,3
9
8

3
,9
4
8
,6
5
8
,3
1
6

-
1
0
,7
2
8
,4
2
2

8
0
8
,2
7
9
,0
8
2

合
計

2
4
6
,9
1
5
,4
5
2
,8
0
0

2
,4
0
4
,8
5
8
,3
1
2

3
,6
1
0
,4
3
2
,0
3
6

2
4
5
,7
0
9
,8
7
9
,0
7
6

1
4
4
,9
9
1
,6
5
6
,3
0
5

8
8
2
,7
0
5
,0
3
5

1
0
0
,7
1
8
,2
2
2
,7
7
1
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②
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

事
業
用
資
産

4
9
6
,2
3
6
,7
6
6

2
1
,2
4
1
,8
8
3
,2
4
4

3
,9
4
3
,3
6
9
,4
9
3

1
2
,6
2
6
,7
5
3
,0
9
6

6
,0
7
3
,2
2
3
,2
3
2

1
,5
2
4
,7
8
3
,6
7
3

3
1
,5
8
9
,6
9
8
,1
1
3

7
7
,4
9
5
,9
4
7
,6
1
7

土
地

2
7
5
,8
2
3
,9
0
5

1
0
,6
0
2
,4
3
7
,0
2
0

1
,3
3
3
,2
3
8
,4
8
3

1
,7
1
4
,3
2
4
,4
8
9

2
,8
3
2
,4
3
0
,3
8
4

2
8
0
,0
9
9
,0
1
4

1
2
,0
2
5
,3
9
6
,8
9
6

2
9
,0
6
3
,7
5
0
,1
9
1

立
木
竹

0
0

0
0

1
,1
8
2
,4
8
2
,8
0
0

0
0

1
,1
8
2
,4
8
2
,8
0
0

建
物

1
3
,7
5
9
,3
9
0

9
,7
1
9
,2
1
6
,6
4
3

2
,6
0
8
,9
7
8
,6
4
9

1
0
,8
9
7
,3
2
0
,7
6
7

2
,0
5
0
,7
8
4
,2
4
8

1
,0
0
7
,7
9
3
,1
3
1

1
9
,2
6
6
,4
4
5
,6
1
9

4
5
,5
6
4
,2
9
8
,4
4
7

工
作
物

5
1
,7
8
8
,4
7
1

8
2
7
,2
7
9
,5
8
1

1
,1
5
2
,3
6
1

1
5
,1
0
7
,8
4
0

7
,5
2
5
,8
0
0

2
3
6
,8
9
1
,5
2
8

1
6
1
,5
1
0
,7
4
4

1
,3
0
1
,2
5
6
,3
2
5

船
舶

0
0

0
0

0
0

0
0

浮
標
等

0
0

0
0

0
0

0
0

航
空
機

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設
仮
勘
定

1
5
4
,8
6
5
,0
0
0

9
2
,9
5
0
,0
0
0

0
0

0
0

1
3
6
,3
4
4
,8
5
4

3
8
4
,1
5
9
,8
5
4

イ
ン
フ
ラ
資
産

2
1
,9
9
7
,7
2
7
,7
0
8

0
0

0
3
6
7
,5
1
6
,3
6
4

0
4
8
,7
5
2
,0
0
0

2
2
,4
1
3
,9
9
6
,0
7
2

土
地

1
,5
4
4
,3
6
9
,3
2
7

0
0

0
2
,9
6
0
,5
3
1

0
0

1
,5
4
7
,3
2
9
,8
5
8

建
物

2
,7
9
4
,5
2
2
,1
6
9

0
0

0
4
,4
3
8
,1
0
7

0
0

2
,7
9
8
,9
6
0
,2
7
6

工
作
物

1
7
,5
7
7
,9
9
8
,3
0
1

0
0

0
3
6
0
,1
1
7
,7
2
6

0
4
8
,7
5
2
,0
0
0

1
7
,9
8
6
,8
6
8
,0
2
7

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

建
設
仮
勘
定

8
0
,8
3
7
,9
1
1

0
0

0
0

0
0

8
0
,8
3
7
,9
1
1

物
品

1
8
,7
2
6
,2
0
9

2
4
6
,4
4
4
,8
3
8

4
,5
4
3
,2
4
2

4
2
,5
1
7
,5
3
0

3
,5
9
1
,2
6
8

3
0
3
,3
4
9
,4
1
0

1
8
9
,1
0
6
,5
8
5

8
0
8
,2
7
9
,0
8
2

合
計

2
2
,5
1
2
,6
9
0
,6
8
3

2
1
,4
8
8
,3
2
8
,0
8
2

3
,9
4
7
,9
1
2
,7
3
5

1
2
,6
6
9
,2
7
0
,6
2
6

6
,4
4
4
,3
3
0
,8
6
4

1
,8
2
8
,1
3
3
,0
8
3

3
1
,8
2
7
,5
5
6
,6
9
8

1
0
0
,7
1
8
,2
2
2
,7
7
1

総
務

合
計

区
分

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防
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③
投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
あ
る
も
の
[有
価
証
券
]

（
単
位
：
円
単
位
)

貸
借
対
照
表
上
限

取
得
原
価

評
価
差
額

銘
柄
名

（
Ａ
）
×
（
Ｂ
）

（
Ａ
）
×
（
D
）

（
C
）
－
（
E
）

（
C
）

（
E
）

（
F
）

東
京
電
力
　
株
券

3
4
5

3
6
9

1
2
7
,3
0
5

5
0
0

1
7
2
,5
0
0

-
4
5
,1
9
5

1
7
3
,0
0
0

み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
　
株
券

7
0
0

1
,5
9
9

1
,1
1
9
,3
0
0

5
0
0

3
5
0
,0
0
0

7
6
9
,3
0
0

3
5
0
,0
0
0

合
計

1
,0
4
5

1
,9
6
8

1
,2
4
6
,6
0
5

1
,0
0
0

5
2
2
,5
0
0

7
2
4
,1
0
5

5
2
3
,0
0
0

市
場
価
格
の
な
い
も
の
[有
価
証
券
]

（
単
位
：
円
単
位
)

貸
借
対
照
表
上
限

銘
柄
名

（
Ａ
）
×
（
Ｂ
）

（
C
）

群
馬
テ
レ
ビ
　
株
券

2
0
,8
3
3

5
0
0

1
0
,4
1
7
,0
0
0

1
0
,4
1
7
,0
0
0

エ
フ
エ
ム
群
馬
　
株
券

2
0

5
0
,0
0
0

1
,0
0
0
,0
0
0

1
,0
0
0
,0
0
0

わ
た
ら
せ
渓
谷
鐵
道
　
株
券

5
2
0

5
0
,0
0
0

2
6
,0
0
0
,0
0
0

2
6
,0
0
0
,0
0
0

合
計

2
1
,3
7
3

1
0
0
,5
0
0

3
7
,4
1
7
,0
0
0

3
7
,4
1
7
,0
0
0

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
に
対
す
る
も
の
[出
資
金
]

（
単
位
：
円
単
位
)

出
資
金
額

純
資
産
額

出
資
割
合
（
％
）

実
質
価
額

投
資
損
失
引
当
金

相
手
先
名

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

資
産

負
債

（
B
）
－
（
C
）

資
本
金

（
Ａ
）
/
（
E
）

（
D
）
×
（
F
）

計
上
額

（
Ａ
）

（
B
）

（
C
）

（
D
）

（
E
）

（
F
）

（
G
）

（
H
）

水
道
事
業
会
計

3
,0
4
7
,4
0
4
,0
2
2
2
7
,8
3
5
,3
8
1
,0
0
0
1
0
,4
4
7
,7
7
7
,0
0
0
1
7
,3
8
7
,6
0
4
,0
0
0
1
2
,4
5
6
,3
2
1
,2
3
1

2
4
.4
6

4
,2
5
3
,0
0
7
,9
3
8

0
-

下
水
道
事
業
会
計

5
7
8
,2
1
2
,0
0
0
3
4
,9
6
9
,0
3
5
,0
0
0
2
9
,6
5
8
,8
1
7
,0
0
0

5
,3
1
0
,2
1
8
,0
0
0

4
,7
6
9
,2
0
5
,6
7
6

1
2
.1
2

6
4
3
,5
9
8
,4
2
2

0
-

桐
生
地
域
医
療
組
合

6
,6
6
7
,6
6
3
,0
0
0

9
,5
4
8
,8
5
5
,0
0
0

5
,1
3
0
,6
4
9
,0
0
0

4
,4
1
8
,2
0
6
,0
0
0

7
,1
9
6
,3
7
6
,0
0
0

9
2
.6
5

4
,0
9
3
,4
6
7
,8
5
9

0
-

桐
生
市
土
地
開
発
公
社

5
,8
8
0
,0
0
0

6
2
9
,1
5
1
,0
0
0

5
6
,0
0
0

6
2
9
,0
9
5
,0
0
0

5
,8
8
0
,0
0
0

1
0
0
.0
0

6
2
9
,0
9
5
,0
0
0

0
5
,8
8
0
,0
0
0

桐
生
市
ス
ポ
ー
ツ
文
化
事
業
団

4
0
3
,0
0
0
,0
0
0

9
9
8
,9
6
4
,0
0
0

5
3
3
,2
2
9
,0
0
0

4
6
5
,7
3
5
,0
0
0

4
0
3
,0
0
0
,0
0
0

1
0
0
.0
0

4
6
5
,7
3
5
,0
0
0

0
4
0
3
,0
0
0
,0
0
0

桐
生
地
域
地
場
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

1
0
,2
5
0
,0
0
0

4
1
0
,5
3
3
,0
0
0

5
9
,6
4
6
,0
0
0

3
5
0
,8
8
7
,0
0
0

2
5
,0
0
0
,0
0
0

4
1
.0
0

1
4
3
,8
6
3
,6
7
0

0
1
0
,2
5
0
,0
0
0

合
計

1
0
,7
1
2
,4
0
9
,0
2
2
7
4
,3
9
1
,9
1
9
,0
0
0
4
5
,8
3
0
,1
7
4
,0
0
0
2
8
,5
6
1
,7
4
5
,0
0
0
2
4
,8
5
5
,7
8
2
,9
0
7

4
3
.1
0
1
0
,2
2
8
,7
6
7
,8
8
9

0
4
1
9
,1
3
0
,0
0
0

株
数
・
口
数
な
ど

（
Ａ
）

時
価
単
価

（
B
）

取
得
単
価

（
D
）

（
参
考
）
財
産
に
関

す
る

調
書
記
載
額

（
参
考
）
財
産
に
関

す
る

調
書
記
載
額

株
数
・
口
数
な
ど

（
Ａ
）

取
得
単
価

（
B
）

（
参
考
）
財
産
に
関

す
る

調
書
記
載
額
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市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の
[出
資
金
]

（
単
位
：
円
単
位
)

純
資
産
額

出
資
割
合
（
％
）

実
質
価
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

相
手
先
名

出
資
金
額

資
産

負
債

（
B
）
－
（
C
）

資
本
金

（
Ａ
）
/
（
E
）

（
D
）
×
（
F
）

強
制
評
価
減

（
A
）
－
（
H
）

（
Ａ
）

（
B
）

（
C
）

（
D
）

（
E
）

（
F
）

（
G
）

（
H
）

（
I）

桐
生
広
域
森
林
組
合

1
,4
6
4
,0
0
0

2
2
9
,7
9
8
,0
0
0

6
1
,1
2
3
,0
0
0

1
6
8
,6
7
5
,0
0
0

2
4
,4
2
0
,0
0
0

6
.0
0

1
0
,1
2
0
,5
0
0

0
1
,4
6
4
,0
0
0

1
,4
6
4
,0
0
0

群
馬
県
農
業
信
用
基
金
協
会

6
,3
4
0
,0
0
0
1
6
0
,1
0
2
,2
4
6
,0
0
0
1
5
3
,0
5
3
,7
2
0
,0
0
0

7
,0
4
8
,5
2
6
,0
0
0

7
,0
4
8
,5
2
5
,0
0
0

0
.0
9

6
,3
4
3
,6
7
3

0
6
,3
4
0
,0
0
0

6
,3
4
0
,0
0
0

群
馬
県
畜
産
協
会

7
5
0
,0
0
0

3
,7
6
8
,5
4
6
,0
0
0

2
0
6
,4
2
6
,0
0
0

3
,5
6
2
,1
2
0
,0
0
0

3
,5
6
2
,1
2
0
,0
0
0

0
.0
2

7
1
2
,4
2
4

0
7
5
0
,0
0
0

7
5
0
,0
0
0

群
馬
県
農
業
公
社

5
,7
8
5
,0
0
0

7
5
7
,0
7
4
,0
0
0

8
8
,0
5
9
,0
0
0

6
6
9
,0
1
5
,0
0
0

6
6
9
,0
1
5
,0
0
0

0
.8
6

5
,7
5
3
,5
2
9

0
5
,7
8
5
,0
0
0

5
,7
8
5
,0
0
0

群
馬
県
住
宅
供
給
公
社

1
,5
0
0
,0
0
0

8
,1
0
5
,8
4
8
,0
0
0

4
,5
8
9
,9
9
1
,0
0
0

3
,5
1
5
,8
5
7
,0
0
0

3
9
,8
0
0
,0
0
0

3
.8
9

1
3
2
,5
4
7
,8
0
9

0
1
,5
0
0
,0
0
0

1
,5
0
0
,0
0
0

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

7
,7
0
0
,0
0
0
24
,8
34
,8
6
5
,0
0
0,
0
00
24
,4
66
,7
31
,0
00
,0
00
3
6
8
,1
3
4
,0
0
0
,0
0
0
1
6
,6
0
2
,0
0
0
,0
0
0

0
.0
5

1
8
4
,0
6
7
,0
0
0

0
7
,7
0
0
,0
0
0

7
,7
0
0
,0
0
0

群
馬
県
信
用
保
証
協
会

2
8
7
,8
9
2
,0
0
0
7
8
3
,4
0
6
,4
4
4
,0
0
0
7
2
5
,0
8
5
,8
8
0
,0
0
0
5
8
,3
2
0
,5
6
4
,0
0
0

7
,3
8
5
,0
5
8
,0
0
0

0
.7
1

2
,2
6
8
,6
6
9
,9
3
9

0
2
8
7
,8
9
2
,0
0
0

2
8
7
,8
9
2
,0
0
0

群
馬
県
ス
ポ
ー
ツ
振
興
事
業
団

9
,7
4
5
,0
0
0

1
,2
8
3
,2
3
2
,0
0
0

1
7
6
,6
6
5
,0
0
0

1
,1
0
6
,5
6
7
,0
0
0

1
,1
0
6
,5
6
7
,0
0
0

0
.8
8

9
,7
3
7
,7
9
0

0
9
,7
4
5
,0
0
0

9
,7
4
5
,0
0
0

群
馬
県
青
果
物
出
荷
安
定
基
金
協
会

6
0
,0
0
0

4
7
3
,9
8
0
,0
0
0

4
4
9
,5
0
5
,0
0
0

2
4
,4
7
5
,0
0
0

2
4
,4
7
5
,0
0
0

0
.2
5

6
1
,1
8
8

0
6
0
,0
0
0

6
0
,0
0
0

群
馬
県
勤
労
福
祉
セ
ン
タ
ー
基
金

2
,9
5
0
,0
0
0

2
8
4
,7
2
7
,0
0
0

1
7
,8
9
8
,0
0
0

2
6
6
,8
2
9
,0
0
0

2
6
6
,8
2
9
,0
0
0

1
.1
1

2
,9
6
1
,8
0
2

0
2
,9
5
0
,0
0
0

2
,9
5
0
,0
0
0

群
馬
県
防
犯
協
会

3
5
9
,0
0
0

1
0
2
,2
4
6
,0
0
0

1
,1
7
2
,0
0
0

1
0
1
,0
7
4
,0
0
0

1
0
1
,0
7
4
,0
0
0

0
.3
6

3
6
3
,8
6
6

0
3
5
9
,0
0
0

3
5
9
,0
0
0

森
林
組
合
作
業
班
員
等
雇
用
安
定
基
金

7
,3
9
6
,0
0
0

3
0
0
,0
0
0
,0
0
0

0
3
0
0
,0
0
0
,0
0
0

3
0
0
,0
0
0
,0
0
0

2
.4
7

7
,4
1
0
,0
0
0

0
7
,3
9
6
,0
0
0

7
,3
9
6
,0
0
0

み
ど
り
市
鉄
道
経
営
対
策
事
業
基
金

4
7
7
,9
7
4
,0
0
0

4
7
7
,9
7
4
,0
0
0

0
4
7
7
,9
7
4
,0
0
0

4
7
7
,9
7
4
,0
0
0

1
0
0
.0
0

4
7
7
,9
7
4
,0
0
0

0
4
7
7
,9
7
4
,0
0
0

4
7
7
,9
7
4
,0
0
0

群
馬
県
健
康
づ
く
り
財
団
基
金

1
,7
6
4
,0
0
0

4
,1
5
7
,4
1
4
,0
0
0

1
,1
7
0
,2
4
3
,0
0
0

2
,9
8
7
,1
7
1
,0
0
0

2
,9
8
7
,1
7
1
,0
0
0

0
.0
6

1
,7
9
2
,3
0
3

0
1
,7
6
4
,0
0
0

1
,7
6
4
,0
0
0

群
馬
県
長
寿
社
会
づ
く
り
財
団

3
,8
2
2
,0
0
0

3
4
9
,4
4
3
,0
0
0

1
3
9
,2
1
4
,0
0
0

2
1
0
,2
2
9
,0
0
0

2
1
0
,2
2
9
,0
0
0

1
.8
2

3
,8
2
6
,1
6
8

0
3
,8
2
2
,0
0
0

3
,8
2
2
,0
0
0

砂
防
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
整
備
推
進
機
構

3
0
0
,0
0
0

2
,5
4
6
,0
9
1
,0
0
0

5
9
8
,5
6
1
,0
0
0

1
,9
4
7
,5
3
0
,0
0
0

1
,9
4
7
,5
2
9
,0
0
0

0
.0
2

3
8
9
,5
0
6

0
3
0
0
,0
0
0

3
0
0
,0
0
0

群
馬
県
産
業
支
援
機
構

3
,3
6
5
,0
0
0

1
,3
2
8
,2
0
5
,0
0
0

2
0
8
,3
3
7
,0
0
0

1
,1
1
9
,8
6
8
,0
0
0

1
,1
1
9
,8
6
8
,0
0
0

0
.3
0

3
,3
5
9
,6
0
4

0
3
,3
6
5
,0
0
0

3
,3
6
5
,0
0
0

群
馬
県
養
蚕
振
興
基
金

7
,4
7
2
,0
0
0

1
,2
3
0
,6
4
9
,0
0
0

1
4
,6
0
4
,0
0
0

1
,2
1
6
,0
4
5
,0
0
0

1
,2
1
6
,0
4
5
,0
0
0

0
.6
1

7
,4
1
7
,8
7
5

0
7
,4
7
2
,0
0
0

7
,4
7
2
,0
0
0

群
馬
県
消
防
協
会
基
金

1
3
,3
5
5
,0
0
0

8
0
4
,0
5
7
,0
0
0

4
,9
1
7
,0
0
0

7
9
9
,1
4
0
,0
0
0

7
9
9
,1
4
1
,0
0
0

1
.6
7

1
3
,3
4
5
,6
3
8

0
1
3
,3
5
5
,0
0
0

1
3
,3
5
5
,0
0
0

わ
た
ら
せ
森
林
組
合

4
8
9
,0
0
0

2
1
6
,3
4
1
,0
0
0

7
9
,2
3
6
,0
0
0

1
3
7
,1
0
5
,0
0
0

4
9
,7
2
0
,0
0
0

0
.9
8

1
,3
4
3
,6
2
9

0
4
8
9
,0
0
0

4
8
9
,0
0
0

合
計

8
4
0
,4
8
2
,0
0
0
25
,8
04
,7
8
9
,3
1
5,
0
00
25
,3
52
,6
76
,5
51
,0
00
4
5
2
,1
1
2
,7
6
4
,0
0
0
4
5
,9
3
7
,5
6
0
,0
0
0

1
.8
2

3
,1
3
8
,1
9
8
,2
4
3

0
8
4
0
,4
8
2
,0
0
0

8
4
0
,4
8
2
,0
0
0

（
参
考
）
財
産
に
関

す
る

調
書
記
載
額
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

財
政
調
整
基
金

3
,5
6
5
,5
9
0
,8
2
4

0
0

0
3
,5
6
5
,5
9
0
,8
2
4

3
,5
6
5
,5
9
0
,8
2
4

減
債
基
金

7
2
4
,0
0
0
,3
1
7

0
0

0
7
2
4
,0
0
0
,3
1
7

7
2
4
,0
0
0
,3
1
7

社
会
福
祉
施
設
等
運
営
基
金

1
,5
3
3
,5
2
8
,0
0
3

0
0

0
1
,5
3
3
,5
2
8
,0
0
3

1
,5
3
3
,5
2
8
,0
0
3

ま
ち
づ
く
り
基
金

1
,3
2
7
,5
3
1
,3
3
6

0
0

0
1
,3
2
7
,5
3
1
,3
3
6

1
,3
2
7
,5
3
1
,3
3
6

新
里
町
ふ
る
さ
と
づ
く
り
基
金

1
1
,3
6
2
,0
6
6

0
0

0
1
1
,3
6
2
,0
6
6

1
1
,3
6
2
,0
6
6

黒
保
根
町
ふ
る
さ
と
づ
く
り
基
金

1
3
1
,7
5
5
,9
3
6

0
0

0
1
3
1
,7
5
5
,9
3
6

1
3
1
,7
5
5
,9
3
6

福
祉
基
金

9
4
,9
7
9
,1
7
3

0
0

0
9
4
,9
7
9
,1
7
3

9
4
,9
7
9
,1
7
3

桐
生
厚
生
総
合
病
院
の
管
理
運
営
に
係
る
基
金

6
,4
0
2
,6
9
6

0
0

0
6
,4
0
2
,6
9
6

6
,4
0
2
,6
9
6

浄
化
槽
設
置
資
金
貸
付
基
金

1
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

0
1
0
,0
0
0
,0
0
0

1
0
,0
0
0
,0
0
0

清
掃
セ
ン
タ
ー
管
理
運
営
基
金

5
8
8
,3
2
0
,3
3
4

0
0

0
5
8
8
,3
2
0
,3
3
4

5
8
8
,3
2
0
,3
3
4

黒
保
根
町
ふ
る
さ
と
水
と
土
保
全
対
策
基
金

1
0
,0
8
1
,0
6
0

0
0

0
1
0
,0
8
1
,0
6
0

1
0
,0
8
1
,0
6
0

産
業
振
興
基
金

2
6
,3
9
5
,4
6
4

0
0

0
2
6
,3
9
5
,4
6
4

2
6
,3
9
5
,4
6
4

土
地
開
発
基
金

1
6
6
,6
9
9
,8
9
5

0
2
3
3
,3
0
0
,1
0
5

0
4
0
0
,0
0
0
,0
0
0

4
0
0
,0
0
0
,0
0
0

新
里
町
道
路
整
備
基
金

6
4
,0
5
3
,9
9
7

0
0

0
6
4
,0
5
3
,9
9
7

6
4
,0
5
3
,9
9
7

緑
化
推
進
基
金

7
,9
2
0
,5
4
0

0
0

0
7
,9
2
0
,5
4
0

7
,9
2
0
,5
4
0

川
村
奨
学
基
金

0
2
0
,4
5
0
,0
0
0

0
0

2
0
,4
5
0
,0
0
0

2
0
,4
5
0
,0
0
0

新
里
町
教
育
賞
基
金

5
,5
4
6
,4
3
9

0
0

0
5
,5
4
6
,4
3
9

5
,5
4
6
,4
3
9

新
里
町
今
泉
文
庫
基
金

2
0
,2
7
5
,7
1
9

0
0

0
2
0
,2
7
5
,7
1
9

2
0
,2
7
5
,7
1
9

文
化
振
興
基
金

8
,3
7
1
,3
9
4

0
0

0
8
,3
7
1
,3
9
4

8
,3
7
1
,3
9
4

新
里
町
毒
島
体
育
振
興
基
金

0
0

0
0

0
0

庁
舎
整
備
基
金

1
,0
5
1
,8
5
9
,0
4
8

0
0

0
1
,0
5
1
,8
5
9
,0
4
8

1
,0
5
1
,8
5
9
,0
4
8

子
ど
も
基
金

1
1
2
,1
9
0
,8
6
4

0
0

0
1
1
2
,1
9
0
,8
6
4

1
1
2
,1
9
0
,8
6
4

森
林
環
境
整
備
基
金

8
2
,4
8
9
,2
0
0

0
0

0
8
2
,4
8
9
,2
0
0

8
2
,4
8
9
,2
0
0

新
里
温
水
プ
ー
ル
事
業
基
金

4
6
,0
4
0
,8
3
0

0
0

0
4
6
,0
4
0
,8
3
0

4
6
,0
4
0
,8
3
0

合
計

9
,5
9
5
,3
9
5
,1
3
5

2
0
,4
5
0
,0
0
0

2
3
3
,3
0
0
,1
0
5

0
9
,8
4
9
,1
4
5
,2
4
0

9
,8
4
9
,1
4
5
,2
4
0

合
計

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

(参
考
）
財
産
に
関
す
る

証
書
記
載
額
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⑤
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

地
方
公
営
事
業

　
な
し

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

　
な
し

地
方
独
立
行
政
法
人

　
な
し

地
方
三
公
社

　
な
し

第
三
セ
ク
タ
ー
等

　
な
し

そ
の
他
の
貸
付
金

　
奨
学
資
金
貸
付
金

2
1
4
,8
6
1
,2
4
0

0
4
1
,7
0
7
,0
0
0

0
2
5
6
,5
6
8
,2
4
0

合
計

2
1
4
,8
6
1
,2
4
0

0
4
1
,7
0
7
,0
0
0

0
2
5
6
,5
6
8
,2
4
0

(参
考
）

貸
付
金
計

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

⑦
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

微
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

微
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

第
三
セ
ク
タ
ー
等

第
三
セ
ク
タ
ー
等

　
な
し

　
な
し

そ
の
他
の
貸
付
金

そ
の
他
の
貸
付
金

　
な
し

　
な
し

小
計

0
0

小
計

0
0

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
市
税

5
6
0
,8
0
4
,0
1
6

4
1
,2
7
6
,4
1
4

　
市
税

8
2
,5
0
7
,6
1
4

1
,8
1
5
,4
3
7

そ
の
他
未
収
金

そ
の
他
未
収
金

　
分
担
金
及
び
負
担
金

2
1
,8
2
0
,0
4
0

6
3
0
,6
0
0

　
分
担
金
及
び
負
担
金

3
7
9
,5
8
0

　
使
用
料
及
び
手
数
料

6
2
,2
7
0
,6
0
0

7
,9
1
2

　
使
用
料
及
び
手
数
料

5
,0
4
3
,9
4
0

　
財
産
収
入

7
,0
6
3
,3
3
3

0
　
財
産
収
入

3
6
1
,9
4
0

　
諸
収
入

2
3
4
,8
4
7
,6
8
7

2
8
8
,2
5
8

　
諸
収
入

1
,1
8
1
,0
6
2

　
そ
の
他
業
務
収
入

8
,0
5
8
,0
8
2

0
　
そ
の
他
業
務
収
入

2
,7
0
7
,0
5
3

小
計

8
9
4
,8
6
3
,7
5
8

4
2
,2
0
3
,1
8
4

小
計

9
2
,1
8
1
,1
8
9

1
,8
1
5
,4
3
7

合
計

8
9
4
,8
6
3
,7
5
8

4
2
,2
0
3
,1
8
4

合
計

9
2
,1
8
1
,1
8
9

1
,8
1
5
,4
3
7
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(２
)負
債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

市
中
銀
行

市
場
公
募
債

そ
の
他

う
ち
1
年
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債
う
ち
住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

　
一
般
公
共
事
業

1
,8
7
2
,7
0
9
,8
5
6

1
9
4
,8
6
8
,5
5
0

5
7
8
,5
1
2
,0
2
7

6
5
3
,7
5
3
,5
8
6

1
7
7
,5
3
4
,0
0
0

4
6
2
,9
1
0
,2
4
3

0
0

0
0

　
公
営
住
宅
建
設

3
2
2
,5
5
8
,7
7
6

9
5
,8
7
4
,2
9
7

2
6
8
,0
3
8
,7
7
6

0
5
4
,5
2
0
,0
0
0

0
0

0
0

0

　
災
害
復
旧

3
7
,0
5
7
,9
8
0

4
,2
4
3
,3
0
6

3
7
,0
5
7
,9
8
0

0
0

0
0

0
0

0

　
教
育
・
福
祉
施
設

9
8
2
,5
7
0
,0
2
3

2
4
5
,3
0
0
,8
0
0

7
3
3
,4
8
5
,3
0
7

0
2
8
,3
0
1
,0
0
0

2
1
3
,4
4
8
,0
0
0

0
0

0
7
,3
3
5
,7
1
6

　
一
般
単
独
事
業

1
0
,1
1
5
,9
3
2
,7
2
8

9
5
7
,4
8
1
,1
5
8

2
2
7
,1
8
4
,0
0
3
7
,2
2
0
,6
1
3
,6
1
2

1
9
2
,7
5
0
,0
0
0
1
,9
4
3
,3
3
0
,5
5
7

0
0

0
5
3
2
,0
5
4
,5
5
6

　
そ
の
他

1
,9
0
4
,8
2
8
,7
6
5

2
3
3
,2
9
3
,0
1
5
1
,2
7
8
,9
9
7
,4
2
3

3
9
3
,2
7
9
,9
5
6

0
1
1
2
,1
4
6
,2
0
0

0
0

0
1
2
0
,4
0
5
,1
8
6

【
特
別
分
】

　
臨
時
財
政
対
策
債

1
9
,4
8
3
,5
9
9
,7
6
1

1
,8
4
9
,8
1
5
,5
4
9
1
4
,7
9
1
,3
9
2
,1
2
2
4
,5
0
5
,7
0
7
,6
3
9

0
1
8
6
,5
0
0
,0
0
0

0
0

0
0

　
減
税
補
て
ん
債

1
7
5
,5
8
6
,7
2
8

6
1
,1
3
6
,6
9
2

1
7
5
,5
8
6
,7
2
8

0
0

0
0

0
0

0

　
退
職
手
当
債

3
8
9
,2
2
0
,0
0
0

1
9
6
,9
5
0
,0
0
0

0
0

1
3
7
,9
0
0
,0
0
0

2
5
1
,3
2
0
,0
0
0

0
0

0
0

　
そ
の
他

1
7
6
,0
2
0
,0
0
0

2
6
,4
4
7
,1
9
0

1
1
3
,8
0
0
,0
0
0

0
0

6
2
,2
2
0
,0
0
0

0
0

0
0

合
計

3
5
,4
6
0
,0
8
4
,6
1
7

3
,8
6
5
,4
1
0
,5
5
7
1
8
,2
0
4
,0
5
4
,3
6
6
1
2
,7
7
3
,3
5
4
,7
9
3

5
9
1
,0
0
5
,0
0
0
3
,2
3
1
,8
7
5
,0
0
0

0
0

0
6
5
9
,7
9
5
,4
5
8

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

そ
の
他
の

金
融
機
関
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

地
方
債
残
高

3
5
,4
6
0
,0
8
4
,6
1
7

3
4
,1
1
6
,6
9
6
,6
5
2

9
0
6
,1
0
0
,5
7
8

3
2
7
,5
0
9
,0
1
4

1
6
,6
9
8
,3
3
3

7
5
,1
1
1
,9
0
5

1
6
,2
0
1
,9
6
5

1
,7
6
6
,1
7
0

0
.9
3

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

1
年
超

2
年
超

3
年
超

4
年
超

5
年
超

1
0
年
超

1
5
年
超

2
年
以
内

3
年
以
内

4
年
以
内

5
年
以
内

1
0
年
以
内

1
5
年
以
内

2
0
年
以
内

3
5
,4
6
0
,0
8
4
,6
1
7

3
,8
6
5
,4
1
0
,5
5
7

3
,7
0
8
,3
3
0
,1
5
5

3
,1
3
9
,9
6
4
,8
7
8

2
,7
9
0
,1
1
1
,3
6
0

2
,4
9
7
,0
1
1
,4
4
3

1
0
,2
0
6
,5
1
4
,4
2
0

5
,2
9
5
,3
4
3
,8
0
7

2
,2
3
3
,8
1
7
,1
3
1

1
,7
2
3
,5
8
0
,8
6
6

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単
位
：
円
単
位
)

な
し

⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高

徴
収
不
能
引
当
金

4
5
,2
3
2
,7
9
8

2
5
,5
2
8
,3
2
1

2
6
,7
4
2
,4
8
6

1
2

4
4
,0
1
8
,6
2
1

賞
与
等
引
当
金

6
2
8
,9
2
7
,1
4
0

5
7
0
,9
6
6
,8
7
6

6
2
8
,9
2
7
,1
4
0

0
5
7
0
,9
6
6
,8
7
6

退
職
手
当
引
当
金

6
,4
3
7
,7
6
4
,0
0
0

4
2
7
,8
7
8
,0
0
0

5
6
1
,1
1
3
,0
0
0

0
6
,3
0
4
,5
2
9
,0
0
0

損
失
補
償
等
引
当
金

1
1
,4
2
1
,0
0
0

0
3
,4
9
7
,0
0
0

0
7
,9
2
4
,0
0
0

投
資
損
失
引
当
金

0
0

0
0

0

合
計

7
,1
2
3
,3
4
4
,9
3
8

1
,0
2
4
,3
7
3
,1
9
7

1
,2
2
0
,2
7
9
,6
2
6

1
2

6
,9
2
7
,4
3
8
,4
9
7

4
.0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

地
方
債
残
高

1
年
以
内

1
.5
％
以
下

1
.5
％
超

2
.0
％
以
下

2
.0
％
超

2
.5
％
以
下

3
.0
％
超

3
.5
％
以
下

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約
条
項
の
概
要

本
年
度
減
少
額

目
的
使
用

そ
の
他

2
0
年
超

2
.5
％
超

3
.0
％
以
下

3
.5
％
超

4
.0
％
以
下
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２
．
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

(１
)補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

住
宅
取
得
応
援
助
成
金

該
当
者

2
2
4
,3
8
3
,0
0
0
市
内
に
住
宅
を
建
設
又
は
購
入
す
る
こ
と
に
対
す
る
補
助

特
定
教
育
・
保
育
施
設
整
備
費
補
助
金

私
立
保
育
園
等

1
9
5
,9
3
5
,0
0
0
私
立
保
育
園
や
認
定
こ
ど
も
園
の
施
設
整
備
に
対
す
る
補
助

急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業
負
担
金

群
馬
県

1
3
3
,5
9
9
,0
0
0
群
馬
県
が
行
う
急
傾
斜
地
の
崩
壊
対
策
事
業
に
対
す
る
負
担
金

鉄
道
駅
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
設
備
整
備
費
補
助
金

東
武
鉄
道

6
8
,2
9
6
,0
0
0
東
武
鉄
道
が
行
う
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
事
業
に
対
す
る
補
助

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
金

該
当
者

2
9
,4
8
0
,0
0
0
個
人
が
所
有
し
居
住
し
て
い
る
住
宅
の
改
修
や
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
を
行
う

者
に
対
す
る
補
助

そ
の
他

2
8
,7
4
4
,5
0
2

計
6
8
0
,4
3
7
,5
0
2

施
設
型
給
付
費

認
定
こ
ど
も
園

2
,0
1
2
,1
6
8
,1
3
2
認
定
こ
ど
も
園
の
運
営
等
に
対
す
る
給
付
費

療
養
給
付
費
負
担
金

群
馬
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

1
,5
1
9
,0
8
6
,7
0
5
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
9
8
条
の
規
定
に
よ
る
負
担

非
課
税
世
帯
等
臨
時
特
別
給
付
金

該
当
者

1
,3
0
6
,2
0
0
,0
0
0
給
付
対
象
世
帯
に
対
し
て
、
1
世
帯
当
た
り
1
0
万
円
を
給
付

桐
生
地
域
医
療
組
合
負
担
金

桐
生
地
域
医
療
組
合

8
8
4
,0
5
0
,0
0
0
桐
生
地
域
医
療
組
合
に
対
す
る
負
担
金

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
地
域
経
済
応
援
事
業
交

付
金

該
当
者

5
2
0
,1
3
0
,0
0
0
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
を
発
行

そ
の
他

1
3
,8
3
1
,2
7
3
,5
0
6

計
2
0
,0
7
2
,9
0
8
,3
4
3

合
計

2
0
,7
5
3
,3
4
5
,8
4
5

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）

そ
の
他
の
補
助
金
等
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３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
1
）
財
源
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

会
計

区
分

金
額

1
2
,9
4
4
,6
6
5
,6
3
7

4
2
4
,3
0
2
,0
0
0

9
,9
0
2
,0
0
0

7
9
,6
7
5
,0
0
0

8
7
,9
6
9
,0
0
0

1
3
7
,4
9
5
,0
0
0

2
,7
4
1
,1
3
3
,0
0
0

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
交
付
金

2
8
,0
0
9
,1
7
0

4
3
,0
8
7
,0
0
0

3
2
1
,6
9
2
,0
0
0

1
0
,5
1
8
,0
7
3
,0
0
0

1
9
,9
9
0
,0
0
0

1
0
0
,9
3
0
,0
3
8

5
2
4
,3
5
0
,8
2
4

2
7
,9
8
1
,2
7
3
,6
6
9

国
庫
支
出
金

6
8
0
,2
4
3
,0
0
0

県
支
出
金

7
1
,4
3
4
,1
0
0

計
7
5
1
,6
7
7
,1
0
0

国
庫
支
出
金

9
,3
1
5
,3
0
6
,3
2
9

県
支
出
金

3
,2
4
2
,1
1
8
,1
8
6

計
1
2
,5
5
7
,4
2
4
,5
1
5

1
3
,3
0
9
,1
0
1
,6
1
5

4
1
,2
9
0
,3
7
5
,2
8
4

2
7
,9
8
1
,2
7
3
,6
6
9

1
3
,3
0
9
,1
0
1
,6
1
5

3
7
8
,5
6
1
,7
6
4 0

2
7
,6
0
2
,7
1
1
,9
0
5

1
3
,3
0
9
,1
0
1
,6
1
5

環
境
性
能
割
交
付
金

そ
の
他

小
計

財
源
の
内
容

一
般
会
計
等

税
収
等

市
税

地
方
譲
与
税

利
子
割
交
付
金

配
当
割
交
付
金

株
式
等
譲
渡
所
得
割
交
付
金

法
人
事
業
税
交
付
金

地
方
消
費
税
交
付
金

地
方
特
例
交
付
金

地
方
交
付
税

交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

分
担
金
及
び
負
担
金

国
県
等
補
助
金

資
本
的
補
助
金

経
常
的
補
助
金

小
計

合
計

税
収
等

国
県
等
補
助
金

合
計

単
純
合
計

税
収
等

国
県
等
補
助
金

相
殺
消
去

税
収
等

国
県
等
補
助
金
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（
2
）
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

3
9
,7
0
2
,8
8
8
,6
0
3

1
2
,9
2
5
,0
1
6
,5
2
5

2
,4
4
9
,0
0
4
,1
4
2

2
3
,5
4
8
,3
7
0
,6
1
3

7
8
0
,4
9
7
,3
2
3

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

2
,0
6
1
,1
7
2
,7
3
6

3
8
4
,0
8
5
,0
9
0

5
4
6
,6
9
5
,8
5
8

8
5
0
,4
7
5
,7
2
3

2
7
9
,9
1
6
,0
6
5

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

3
,2
0
3
,8
6
5
,5
6
9

0
0

3
,2
0
3
,8
6
5
,5
6
9

0

そ
の
他

0
0

0
0

0

合
計

4
4
,9
6
7
,9
2
6
,9
0
8

1
3
,3
0
9
,1
0
1
,6
1
5

2
,9
9
5
,7
0
0
,0
0
0

2
7
,6
0
2
,7
1
1
,9
0
5

1
,0
6
0
,4
1
3
,3
8
8

４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
金
の
明
細

（
単
位
：
円
単
位
)

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

3
,6
0
6
,0
9
3
,4
1
2

区
分

金
額

内
訳
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